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外観目視による建物被災度評価手法の検討

一建物被災度判定トレーニングシステムの構築一
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はじめに るを得ない事態が想定される．したがって，１)判定作業
のパフォーマンスの向上を図ると同時に，２)判定作業に
対応可能な人材の育成は重要な課題である．

１)の課題に関連して，「被害認定調査」の基準は1968
年に発せられた国の被害認定統一基準3)に従うこととな
っていたが，判定の客観性の向上に対する社会的ニーズ

に応えるため，2001年に内閣府4)より認定基準の見直し
が行われるとともに，「災害に係る住家の被害認定基準
運用指針（以下，被害認定運用指針）」が作成された．

この指針により，全国的に統一された調査箇所の設定と

損傷度の評価方法が示されたが，２)の課題である人材育
成に関するトレーニング環境や方法，ツールなどは示さ
れていない．

著者らの研究グループは，上記の課題に対して，１)効
率的な調査プロセスの提案s)および2)その調査プロセス
を含めて被害調査のトレーニングが可能な建物被災度判

定トレーニングシステム6）（DamageAsscssmentTmining
Systcm:DAIS）の開発を行っている．「被害認定調査」
は，膨大な調査件数を処理するために迅速な調査を可能
とし，かつ正確な判定を可能とするような相反する目標
を達成する必要があり，調査プロセスとして逸早い調査
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震災時には様々な目的で建物の被害調査')が行われる．
その中の一つに，行政により行われる住家の被災度を公

的に証明した罹災証明書(1)の発行のための「被害認定調

査」がある．この調査結果は，1995年の阪神・淡路大震

災では，公的機関だけではなく私的機関からの支援を受

ける場合にも，支援対象者を決定するための基礎資料と
なり，長期間に渡って被災者の生活再建に影響を与えた．

また，2000年鳥取県西部地醸2)，2001年芸予地鍵(2)にお

いても，罹災証明書は様々な支援を受けるために必要と

なった．1918年には，阪神・淡路大震災を契機として

「被災者生活再建支援法」が施行され，ますます「被害
認定調査」と被災者の生活再建との関係は密接になって

いる．この観点から「被害認定調査」は，高い判定精度
と公正な実施が要求される調査といえる．

また，「被害認定調査」は判定の客観性に加え，被害

程度を公的に認定し罹災証明書を発行するという性格上，

大規模地震災害時には悉皆調査が必要となる場合や，そ
の際に建築の専門家だけでの対応が困難となる場合が予

想され，専門家以外の自治体職員が判定作業を実施せざ
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のための建物の外観目視調査と，被災者の納得を得るた

めの屋内被害を考慮した再調査の2段階調査の実施を提
案している．この段階的な調査の考え方は被害認定運用
指針においても取り入れられており，２章で述べるよう
に調査全体を首尾よく行うためには，いかにこの外観目
視による判定作業を効率的に行い，その結果を被災者に
納得してもらうかが鍵となる．また被災者の納得を得る
ためには，判定者が専門家以外でも，鯛査に関して統一
の視点を養うことで客観性を持った結果を導くことが重
要であり，ＤATSはこれらの実現を目指したトレーニン

グシステムとして開発を行っている．

本研究では，まず，DArSの開発に向けて樹簗した建
物被災度判定シミュレータの概要を紹介する．このシミ

ュレータを使用して，外観目視調査の効率化を図り，よ

り有効なトレーニングシステムを構築するための資料を
得るために，木造建物を対象として，①建物の被害を可
視化した被害パターンチャート，②内閣府による被害認

定運用指針，および③神戸市が震災後に作成した被害家
屋調査要領の3手法に基づいて外観目視による被災度判

定のシミュレーションを実施し，その結果について比較，
検討を行う．
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２．被害認定基準と被害パターンチャート

(1)内閣府による被害鯉定基準の整備
1968年に規定された国の統一認定基準が実状に合わな

くなったなどの事由から，内閣府4)では，2000年12月に
災害に係る住宅等の被害認定基準検討委員会が発足し，
腿定基準の見直しが行われた．表１に改正後の基単を示

す．この新しい認定基準では，これまでより住家の居住
のための基本的機能の評価を重視している．また，住家

が構造耐力上重大な被害を受けていなくても，基本的機
能を維持するため，高額な補修費等を要する場合には被

害と認定するように，住家の経済的被害を評価するもの

としている．しかし，－棟ごとに経済被害額を算定する

ことは実務上困難であるため，「住家の主要な楢成要素

の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表す」とい
う形として評価を行う．この損害割合は屋根や柱などの

部位別の構成比に被災した住家の部位ごとの損傷率を乗
じて算定される．部位別の構成比は標準的な住家を想定

して，各部位にかかる施行価格等を参考に定められたも

のである．求められた損害割合が20％以上の場合は半壊，
50％以上の場合は全壊と判定される．

被害認定運用指針はこの認定基準の的確かつ円滑な運

用を目的として作成されたもので，標準的な調査方法お

よび判定方法が記されている．判定は第１次判定から第３

次判定までの3段階で実施される．図１に判定の流れを

示す．第２次判定までは建物の被災度の判断を外観目視

によって行う．「被害認定調査」は経済的被害を評価す

るという見地からは，内部被害を考慮して判定を行うべ

きであるが，外部被害と内部被害には相関があるという
仮定のもと，内部被害は外部から推定できるという考え

方に基づいている．しかし，建物の外観はほとんど無被

害であっても内部被害は大きいケースもあるため，第２

次判定までの結果に納得できず再調査の申請があった場

合には，第３次判定で内部立ち入り調査を行う．調査部

位として内部から確認可能な床や天井などが加わり，詳

細な調査が行われる．また，原則として居住者の立ち会

いのもとに行われるため，事前にアポイントをとる必要

があるなど，より時間と労力を必要とする．したがって，

この再調査件数を減ずることが被害調査の効率化を図る

図１内閣府の被害麗定辺用指針による判定の流れ

上でポイントとなる．すなわち，２次判定までの外観目
視調査を迅速かつ客観的に行う必要があるとともに，そ
れを実行するための知識と技術を修得できるようなトレ
ーニングが必要となる．

(2)被害パターンチャートによる外観目視鬮査
外観目視調査を迅速かつ客観的に行うために，著者ら

２)β)は建物全体の被害程度を視覚的に捉えることが可能
な被害パターンチャートの適用を提案している．被害パ
ターンチャートは岡田・高井7)によって開発された主と
して震動による構造物の上部構造の被害に着目したもの

や，著者らの研究グループリが開発した木造建物の液状
化による被害パターンチャートがあり，これらのパター
ンチャートを外観目視による調査を行う際に用いること

で，自治体職員のような専門家以外でも比較的簡便に調
査の実施が可能になると考えている．しかしながら，こ
のチャートは被害認定基準の考え方である経済的被害を
考慮して開発されたわけではなく，実際の被害認定調査

へ適用するためには，このチャートによる判定が被害認

定基準をどのような形で反映しているのか把握する必要
がある．これについて次章以降で建物被災度判定シミュ
レータを用いて検討する．

３.建物被災度判定シミュレータの楕築

(1)、ｎsの概要とシミュレータの構築方法
著者らの研究グループ8)は阪神・淡路大震災における

GISデータベース「西宮BuntEnvilonmentデータベース

(3)」の構築を行っている．このデータベースには阪神・

淡路大震災時に撮影された被害写真11,426枚がリンクし
ており，これらの写真を使用して，繰り返し判定を行う
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ことなどにより被災度判定のトレーニングを行う．この

ような写真を使用したトレーニングツールとしては，

ATC20-T9)や応急危険度判定マニュアル'０)などがあげら
れるが，使われている被害写真は代表的な事例が示され

ているにすぎず，DAISのように豊富な写真によって多
様な被害の提示し，判定のポイントを短時間で容易に理

解することが可能となるような，より実践的な被害調査

のトレーニングを目指したツールは極めて少ない．この

DAISを構成するパーツの一つとして，建物被災度判定

シミュレータを構築した．シミュレータはまず，西宮デ

ータベースを用いて，建物情報，被害情報と被害建物イ

メージとを関連させ，シミュレータのエンジン部分にあ
たる画像データベースを作成した．次にコンピューター

のモニタ画面上から画像データベースの画像や属性など

の情報を参照できるよう環境を構築した．同時に，様々

な被害調査要領に対応した調査シートを設定し，被害状

況や損傷割合などの入力を行うことで被災度判定のシミ

ュレーションが行えるようなシステムを樹集した．図２

に画面例を示す．

階数など）の表示

阪神・淡路大麓災での建物被害調査結果（3種
類：西宮市による調査，日本都市計画学会関西支
部と日本建築学会近畿支部による調査（以下，二
学会合同調査），神戸大学による調査）の表示
死者発生状況（性別，年齢，死因など）の表示
建物被害の各種評価手法に対応した入力用シート
属性や被害に対応した建物検索機能

● 

●
●
●
 

4．被害パターンチャートによる判定

(1)方法
西宮データベース８)にリンクされている被害写真には

計26,075棟の建物が確認されている．これらの建物につ

いて被災度判定シミュレータを用いて，被害パターンチ

ャートに従い判定を行った．ただし，判定は写真撮影角

度や距離などの問題で困難な場合や，被害写真の撮影時

期が本腰後２週間以上経過していた理由により，既に解
体された建物が存在しており，判定の実施に先立ち，建
物の撮影状態によって被害写真を分類した．分類結果を
表２に示す．判定に正確性を期すため，本研究で使用し
た写真は最も良い条件で撮影されたランクＡに含まれる

建物のうちの木造建物1,536棟(4)である．木造建物を対
象とした理由は，自治体による「被害認定調査」におけ

る建物の内部被害の影響は，非木造建物に比較して木造

建物は小さい傾向があることが村尾ら皿)により指摘され
ており，建物外部からの判定がより可能であると思われ

ること，および比較的建物規模が小さく構造もシンプル

であるため，専門家以外でも判断しやすいと考えたこと
によるものである．

西宮市では液状化が発生していたが，液状化により顕

(2)システム構成と機能
システムの樹成を図３に示す．システムはMS-Acccss

をペースとして梢築しており，「西宮BuntEnvironmem0

データベース」のデータ間のリンク関係をそのまま移行

した．アプリケーションプログラムはVBA(VisualBasic
fOrApplication)を使用している．現在はスタンドアロン
環境で構築しており，データベース部分とアプリケーシ

ョンプログラム部分を切り離す必要はないが，将来的に
構築予定のトレーニングシステムをWEB上で使用するこ

とを考慮してSOuStructuredQuerylanguagc)で接続して
いる．

シミュレータの主な機能を以下に示す．

・建物１棟単位での被害イメージの表示

・建物の属性情報（用途，構造，建築年，床面積，

表２被害パターン分類に使用した写真の撮影状態
自害要因ンク撮影の 棟目掛一Ｂｌｃ

駒■血坦

火災による
ｌ解体｢1１H麦により取り』

図２建物被災度判定シミュレータの画面例

「－…一一一…－－ＭＳ－ＡＣＣＥＳＳ－－

画像データベース

灘鑿 護匂,。
園■など

※Ｐ:PartiaI 
図３システム構成

図４被害パターンの新規設定
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著な被害を受けた木造建物の被害写真は含まれていなか

ったため，判定は上部楢造に着目し，岡田，高井刀によ

って提案されている木造建物の被害パターンチャートを

使用してパターン分類を行った．このチャートは，被害

パターンをダメージグレード（DO～D6）と被害形態を

組み合わせて記述したものである．ただし，Ud5土につ

いては，内部空間の損失量から細分類を行い，図４に示

すようにPd5士を新たに設定した．また，パターン分類

は本論文の主著者２名がそれぞれ行い，判定結果が異な
る場合には２人合同で再度判定を行った．

の比較を行った．比較したデータはａ)西宮市が罹災証
明書を発行するために行った被害認定調査，およびｂ）
二学会合同調査である．

a）西宮市による調査結果との比較
西宮市による調査(5)は，震災直後は初期調査として外

観目視により判定を行っていたが，擢災証明書発行後す
ぐに再調査の依頼が殺到し，約２～３割の建物について
は内部被害を考慮した再調査を実施している．したがっ

て，最終的な調査結果の中には内部被害を評価したもの

が含まれている．また，著者ら幻による2000年鳥取県西
部地霞の事例分析において，「被害認定調査」の結果に
被災者を広く救済しようとした措置の影響がみられたよ

うに，西宮市の結果の中にもそのような影響が含まれて
いる可能性がある．被害パターン分類によるダメージグ

レードと西宮市による調査結果の比較を図６に示す．Ｄ３

以上はほぼ全壊以上に対応している．Ｄ２に占める全壊
と半壊の割合はそれぞれ53.8％と42.8％であり，全壊と
半壊の境界が、２の中にあることを示している．また，
半壊と－部損壊の境界はＤ１とＤＯの間もしくは若干Ｄ１
より側に対応していると考えられる．

b)二学会合同調査結果との比較
二学会合同による調査は自治体による調査と基準を異
にするが，外観目視で評価した結果であり，また，罹災
証明書などの社会的制約が少なく，より客観的な評価を

行った結果といえる．図７にダメージグレードと二学会

合同調査結果との比較を示す．Ｄ４以上はほぼ全壊と対
応している．Ｄ３は全壊が31.8％，中程度の損傷が

428％を占めており，中程度の損傷を半壊と同視すると，

(2)被害パターン分類結果
図５に被害パターン分類結果を示す．ダメージグレー

ド（DO～D6）の比率をみると，全壊に相当する、4以上

が50％以上占めており，撮影条件の良い写真を抽出して

分類を行ったため，それらの写真には被害が大きいもの

が多く含まれていたことによるものと思われる．したが

って，この結果は必ずしも西宮市における木造建物全体

の被害パターンの樹成割合を示すものではない．各グレ

ードにおける出現頻度が高い被害パターンは，ＮｄｑＭｄｌ，
Ｍｄ2,Ｇ.3,Ｇ.4,Ｇ超十,Cd6+であり，２階建て建物の１階
の被害が大きい場合が多く，これまでの分析傾向、とほ

ぼ一致している．

(3)阪神・淡路大震災で実施された鬮査結果との比較
被害パターンチャートは判定に客観性を持たせること

を目的として開発されており，これによる結果を“もの

さし，,として阪神・淡路大慶災で実施された調査結果と
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に実際に活用されたものに改良を加えたものである．日

本損害保険協会'4)の地震保険損害査定指針を参考にして

いる．この指針の基準は1968年の国の統一認定基準〕)に

準じているため，結果として神戸市の被害家屋調査要領

の基準は内閣府の被害認定運用指針と根本的には同一の

基準である．調査は２段階に別れ，外観目視による第１

次調査と屋内被害を評価する第２次調査がある．外観目

視による調査方法は，ほぼ被害認定運用指針と同様で，

まず，傾斜を評価して，１/20rad以上であれば全壊と判定
する．１/20radに満たない場合は，①屋根（小屋組含む）

②壁｝③構造体（柱，軸組，基礎）の判定を行い，部位
ごとの損傷率を求める．その損傷率に表３の構成比を乗
じて損害割合を算定する．

二学会合同
調査結果
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構成比率※ｸﾞﾗﾌ内の数値は建物棟数

,3グレードのパターンと都計学会調査結果の比較図８

この中に全壊と半壊との境界があることを示している．

この、３について，被害パターンごとに比較すると，図

８に示すようにＧｄ３は半壊に対応していることがわかる．

Gd3以外のパターンは全壊と半壊が同程度もしくは全壊

が占める割合が半壊より大きくなる傾向が見られ，同じ

グレードでもパターンにより異なっている．半壊と－部

損壊の境界はＤ２と、１の間もしくは若干、２，１に対応し

ていると見ることができる．

(2)シミュレーションの方法
被災度判定シミュレータを使用して，内閣府の被害認

定運用指針および神戸市による調査要領に沿って被害写
真に撮影された建物の評価を行った．対象建物は図５の

各被害パターンから２０棟ずつランダムにサンプリング

し，２０棟に満たない場合はそのパターンに属する全ての

建物について判定を行った．判定は本論文の著者１名(6)

で行っており，バイアスの影響は除去されていない．こ

こで両調査とも，柱（構造体）の評価を行う場合に，損

傷柱本数を数えて損傷率を計算するようになっているが，

写真では確認できなかったため，ａ）被害認定運用指針の
場合は，外壁の損傷率を柱の損傷率として採用できるこ

とになっており，これに準じた．ｂ)神戸市による方法の
場合は，被害の状況（例えば，柱にたわみがある，仕口

にずれが生じるなど）に対応する損傷率を使用した．被
害認定運用指針は基礎の評価を行うが，写真ではよく確
認できないため，神戸市に準じて構成比を柱に加え，柱
の構成比を４０％とした．

5．被災度判定シミュレーション

(1)阪神・淡路大震災後に考案された被害認定のための
評価方法

２章で述べたように阪神・淡路大震災における混乱を

教訓として，被害認定基準が改正され，その運用指針が

提示されるなど。評価手法の整備が行われている．この

被害認定基準と運用指針は，２００１年３月に発生した芸予

地震において，建物内部を含めた詳細調査を実施する際

に利用されたが，まだ実績は乏しく判定の傾向を検討す

る必要がある．そこで，内閣府による被害認定運用指針

と神戸市'3)による被害家屋調査要領の２手法について，

建物被災度判定シミュレータを用いて，これらの判定手

法に従い被災度判定のシミュレーションを実施した．

a）内閣府の被害認定運用指針による評価方法
図ｌに示したように，３段階により判定が行われ,第

１次判定は，被害の早期把握を目的とした調査であり，

明らかに全壊と判断可能な建物を見分ける．第２次判定

の木造やプレハブの場合の基本的な流れは，まず，傾斜

による判定を行い，１/20rad以上の場合は即時に全壊と判

定する．］/20rad未満の場合は部位による判定を行う．調

査部位は，①屋根．②柱（または耐力壁），③壁（外

壁），④基礎であり，それぞれの損傷率を求め，その損

傷率に構成比を乗じて損害割合を算定する．構成比を後

述の神戸市による手法と併せて表３に示す．損害割合が

20％以上の場合は半壊，５０％以上の場合は全壊と判定す

る．

b）神戸市の被害家屋調査要領による評価方法
神戸市により作成された被害家屋調査要領は，震災時

(3)シミュレーション結果

シミュレーション結果から得られた両調査の損害割合

の対応を図９に示す．全体的に内閣府の被害認定運用指
針の損害割合が小さくなる傾向にある．これは，構成比

の影響も考えられるが，それ以上に損傷率を算定する時

の考え方が異なることによる影響が大きい．例えば壁に
クラックが入ったとすると，神戸市の場合はそのクラッ
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クが発生した部分はすべて完全に損傷しているとみなし，

その部分は壁としての機能を失ったものとして扱う．一

方，被害認定運用指針では，クラックの大きさなど被害

の程度に応じて，その部分の機能として働く負担割合が

低下したとし，損傷面積比に被害程度に応じて定められ

た割合を乗じて損傷率を算出しており，その部分の壁と

しての機能はまだ多少残存しているものとして取り扱う．

両調査の調査部位や見方はほとんど同じであるが，この

ような損傷率の算出方法の違いによる結果への影響が見

られる．この算出方法の違いは経済的被害をどのように

評価するかが確定的ではないため，その考え方に違いが

表れた結果と言い換えることができる．

の境界は同様にＤ４と、３の間にあり，半壊と－部損壊

の境界はＤ３とＤ２の間でダメージグレードによる区分
とよく対応している．

次に，被害パターンと損害割合の関係について検討を

行った．各被害パターンにおける損害割合は正規分布に

従うと仮定し，十分なサンプルが得られたＭｄ1,Ｍ.２，
G.3,Ｅｄ４のパターンと両シミュレーション結果から得ら

れた損害割合との関係をそれぞれ図１２，図１３に示す．

ただし，Ｍｄ］についてはスケールアウトするため，グラ

フには描いていない．図１２，図１３から，全体的に被害

認定運用指針の方が左側にシフトしており，厳しい側の

判定になっている．また，ダメージグレード、３の主要

パターンであるＧｄ３とＥｄ３は，神戸市の被害家屋調査要

領はほぼ半壊ゾーンの中に分布している．一方，被害認

定運用指針は，正規分布のピーク値は半壊ゾーンに属し

ているもののばらつきが大きく，－部損壊ゾーンにまで

及び分布している．被害認定運用指針のＧｄ３あるいは

Ed3のばらつきが大きい理由として，壁被害の評価方法

の影響が考えられる＿つまり壁被害の構成比が50％を占

め，また，柱の損傷率を算定する場合にも壁の損傷率を

参照しており．壁が大きく壊れるような場合には損害割

合も大きく，反対に損傷が小さい場合には，被害が評価

され難くなるからである．例えば，屋根破壊型のRd3で

は屋根が100％崩壊したとしても壁に顕著な被害が見ら

れないのであれば，一部損壊にしかならず，このばらつ

きについては検討が必要と思われる．

また，図１２，図１３より，被害パターンチャートを適

用した場合のエラー確率が求められる．この場合のエラ

6．被害パターンチャートの適用性

被害パターンチャートの「被害認定調査」における外

観目視調査への適用性を検討するため。ダメージグレー

ドと内閣府の被害認定運用指針および神戸市の被害家屋

調査要領に従って実施したシミュレーション結果との比

較を行った．図１ｏにダメージグレードと被害認定運用

指針との比較，および図１１に被害家屋調査要領による

結果との比較を示す．外観から全く被害が見られない

NdOおよび一見して全壊と判断可能なＤ５以上のパター

ンは以降の検討から除外した．図ｌｏから被害認定運用

指針の全壊と半壊の境界は、４とＤ３の間にあり，また，

半壊と一部損壊の境界はＤ３中にあると考えられる．一

方，図１１より被害家屋調査要領との関係は全壊と半壊
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_とは被害を過小評価し，再調査にいたる場合で図中の

丸印で示した箇所である．もっとも致命的なエラーは，

Md２（－部損壊）と判定して半壊だった場合である．つ

まり，半壊と－部損壊の境界は支援が受けられるかどう

かの境界であり，判定に最も困難を要するからである．

今回の分析結果ではパターンチャートを適用すること

によって大きなエラーは発生していないが，シミュレー

ション結果には判定者のバイアスが除去されていないな

どの問題があり更なる検討が必要である．

の被害認定基準に概ね合致しており，パターンチャート
を「被害認定調査」における外観目視調査へ適用するこ

とが可能であると考えることができる．しかし，国の指

針である運用指針との結果に差がみられた部分ついては，
その差は最小限であることが望ましく，パターンチャー

トによる結果を補正するなどの方法を検討したい．

今後，とくに大規模地震災害時を想定し，どのような

手法が判定時間および客観性の面で優位であるか，ある

いは専門家以外でも実施可能であるかについて，シミュ
レータを用いた実験等を通して検討を行う予定である．

その結果をトレーニングシステムに取り入れたいと考え
ている．７．トレーニングシステムヘの展開

これまでの分析結果から，ダメージグレードとシミュ

レーション結果を含めた各被害調査結果との関係は，図

1４のようにまとめられる．ダメージグレードと自治体調

査との対応については，これまで岡田・高井刀により行

われ，全壊と半壊の境界はＤ３の間にあると指摘されて

いる．しかし，阪神・淡路大震災で実施された西宮市に

よる全壊はＤ２レベルのものまで含まれていることが明

らかとなった．また，村尾ら’1)は阪神・淡路大震災で実

施された自治体調査と二学会合同調査との結果の比較を

行っており，二学会合同調査の全半壊と自治体の全壊率

とがほぼ等しいと指摘しているが，西宮市ではそれが当

てはまらないことも述べておりその結果と合致している．

阪神・淡路大震災で実施された調査と震災後に考案さ

れた評価手法とを比較すると，漣災後に考案された評価

手法はより厳しい側の判定結果をもたらすものと思われ，

そういったことを踏まえた被災者支援方策を講じること

も重要と考える．

パターンチャートによるダメージグレードと阪神・淡

路大震災後に作成された「被害認定調査」のための評価

手法による結果は，図１４に示すような関係にあり，全

壊と半壊の境界はＤ３とＤ４の間に位置している．これ

は，岡田．高井刀が全壊と半壊の境界をＤ３とＤ４の境界

に合わせるのが望ましいとしている提案と一致している

また，半壊と一部損壊との境界はＤ２と、３の境界にあ

り，このようにダメージグレードと「被害認定調査」の

ための評価手法による結果は良い対応を示している．た

だし，内閣府の被害認定運用指針による方法との対応に

ついては，運用指針による方法はばらつきが大きく，被

害を小さめに評価する傾向があり，とくにパターンチャ

ートでＤ３と判定した建物については，運用指針による

と－部損壊と判定される可能性が高い．この場合にも被

災者を広く救済するという立場から考えると，必ずしも

それがエラーであるということにはならない．

以上の結果より，パターンチャートによる判定は，国

８．まとめ

本研究で得られた知見を以下に示す．

(1)建物被災度判定シミュレータを構築し，阪神・淡路
大震災で撮影された建物について，被害パターンチ
ャートによるパターン分類を行った．

(2)パターン分類結果と阪神・淡路大震災で実施された
被害調査の結果を比較し，西宮市の全壊がダメージ

グレードで、２レベルのものを含んでいることを明
らかにした．

(3)シミュレータを用いて，阪神・淡路大震災後に考案
された被害評価手法に基づき，外観目視による調査

を実施した結果，内閣府の被害認定運用指針は，神

戸市の被害家屋調査要領より，厳しい判定結果を与
える傾向があること，および，、３レベルの主要な

パターン（Gd3,Ed3）に関する評価はばらつきが大
きくなる傾向があることを示した．

(4)パターンチャートの「被害認定調査」における外観
目視調査への適用について検討を行った結果，ダメ

ージグレードのＤ４とＤ３の間に全壊と半壊の境界
が位置し，Ｄ３と、２の間に半壊と－部損壊の境界が
位置しており，両者に良好な対応が得られた．

今回の分析結果を踏まえ，今後，被災者の調査に対す

る不満を軽減し，被災者への支援サービスの質の向上を
図ることを目指して，被害認定のためのトレーニングシ

ステムを開発していきたい．トレーニングシステムを構

築する課題として，どのように写真を見せることで効果
的なトレーニングが可能となるのかについて実証的な検

討を行うとともに，包括的な評価手法の開発を目指し，
地盤災害をともなう被害や建物の内部被害を考慮したト
レーニング可能なシステムを検討したい．

ダメージグレード

外躍観←一二学会含圓

鯛襲{霧
無被害一投半壊

１
１
 

全壊
阪神･淡路大震災
で実施

一損半壊 全壊

麓被害一損半壊 全壊
阪神･淡路大浬災後
に考案露被害一損半壊 全壊

図１４ダメージグレードと各被害調査結果との比較
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